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本日開催の当社取締役会において，別記の 

 

とおり第７６期中間決算と中間配当の実施に 

 

ついて決定いたしました。 
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 対前年中間期

 増   減   率

平成１2年３月期    中間決算短信                              平成１１年１１月１８日

上場会社名   北陸電力株式会社                          上場取引所（所属部）  東証，大証市場第一部

コード番号   ９５０５

本社所在地   富山市牛島町１５番１号

問 合 せ 先   責任者役職名  経理部  決算課長

 氏        名  須  河    元  信              ＴＥＬ    （０７６）４４１－２５１１

中間決算取締役会開催日  平成１１年１１月１８日      中間配当制度の有無  ・  有

中 間 配 当 支 払 開 始 日  平成１１年１２月１０日

１．１１年９月中間期の業績  （平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）

（１）経営成績                                                                  (百万円未満切捨て)

 売 上 高  (              ) 営 業 利 益 (             ) 経 常 利 益 (             )        
  

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

11年 9月中間期 243,631 (   1.3)  30,341 (Δ  2.2)  12,573 (   28.2)

10 年 9月中間期 240,495 (Δ3.6)  31,012 (Δ23.6)   9,809 (Δ33.7)

11 年 3月期 481,802  62,166  20,571
   

中      間    １    株    当  た  り
 (当  期)  (              )                 会  計  処  理  基  準

純  利  益     中 間 (当 期) 純 利 益

百万円 ％         円        銭

11 年 9月中間期   7,758    (   98.1) 35 21     中間財務諸表作成基準

10年 9月中間期   3,917    (Δ44.8) 17 78     中間財務諸表作成基準

11年 3月期   8,115 36 83

                                                          11 年 9月中間期    220,333,694 株
（注）１．期中平均株式数    10 年 9月中間期    220,333,694 株
                                                            11 年 3月期       220,333,694 株

２．会計処理の方法の変更  ・  無

（２）配当状況   
   １    株    当  た  り    １    株    当  た  り
                
   中   間   配   当   金    年   間   配   当   金

円        銭

11 年 9月中間期 25    00 －

10 年 9月中間期 25    00 －

11 年 3月期 －    50    円  00    銭

（３）財政状態

総   資   産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円     ％ 円      銭
11年 9月中間期 1,462,371 283,713 19.4    1,287      65

10 年 9月中間期 1,485,143 282,878 19.0    1,283      87

11 年 3月期 1,464,776 281,568 19.2    1,277      92

                                                               11 年 9月中間期  220,333,694 株    (額面株式１単位の株式数  100 株)
（注）１．期末発行済株式数    10 年 9月中間期  220,333,694 株
                                                                   11 年 3月期    220,333,694 株

２．中間期末の有価証券の評価損益             26,715 百万円

３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益         21 百万円

２．１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

販  売  電  力  量 売      上      高 経    常    利    益 当  期  純  利  益

億 kWh 億円 億円 億円

２４６ ４，８５０ ２５０ １６０

－１－



１． 経 営 方 針 
 

[経営の基本方針および対処すべき課題] 

 我が国経済社会の抜本的な構造改革が進められているなか，電気事業におきましても，本年１

月の電気事業審議会で４つの公益的課題（ユニバーサルサービス，エネルギーセキュリティ，供

給信頼度，環境）と効率化との調和を図る観点から，送電線の利用拡大による部分的な小売自由

化が最終答申されるとともに，電気料金の引下げを機動的に行うための届出制の導入など経営の

自主性がより発揮できる仕組みも示されました。これらを受けて本年５月電気事業法が改正され，

来年３月からの実施に向け諸準備が進められるなど，歴史的な転換期を迎えております。 

 

 こうした状況下で，当社は，これまで「Power & Intelligence でゆたかな活力あふれる北陸を」

の企業理念のもと，電気の効用をお届けするとともに，地域とともに発展する企業を目指して経

営活動を展開してまいりました。今後とも，グループトータルとしての収益力の強化と一層の効

率化などにより，価格競争力を強化するとともに，エネルギーセキュリティや環境保全の観点か

ら引き続き原子力開発を推進するなど，「低廉・良質・安定・クリーン」な北陸電力ブランドの

一層の充実に全力を傾注し，地域の皆さまから信頼され，お客さま，株主の皆さまなどから選択

される企業を目指してまいります。 

 

 これら経営課題の達成に向け，以下の４つを柱とする経営効率化に取り組んでまいります。 

１．個別提案型マーケティング活動の展開 
・蓄熱式空調システムや電気温水器などを中心とした，より便利に効率的に電気をお使い

いただけるトータルプランの提案 
・お客さまサービス体制の充実 
・料金メニュー多様化 など 

２．ＰＩネットの活用などによる業務革新の推進 
・業務効率の向上による管理間接業務削減 
・諸費，消耗品等の諸経費削減 など 

３．効率的な設備形成と運用 
・設備投資額，修繕費の削減 
・コンピュータ西暦 2000 年問題への対応 など 

４．地球環境に優しい経営活動の展開 
・温室効果ガス削減のための環境施策 
・環境マネジメントシステムの水平展開，省エネルギーの推進 など 

 

[中期的な経営戦略]と[目標とする経営指標] 

 将来に向けた電源等の供給基盤が整いつつあるなか，すべてのお客さまに，低廉・良質な電力

を安定的に供給するという事業使命を堅持しつつ，新たな競争市場に対応するため，経営の軸足

を「コスト主義からマーケット指向へ」シフトし，さらなる事業発展への基盤整備を図ります。 

 このため，中長期的な観点から，以下の利益目標を定め，より低いコスト水準を目指しつつ，

資金コスト低減にもつながる内部留保の充実など財務体質の強化に努めてまいります。 

（利益目標）今後３年間については  ・経常利益２５０億円以上 
                  ・ＲＯＡ（総資産利益率）１％ 
      また，今後１０年以内に ・自己資本比率２５％    を目指してまいります。 

[利益配分に関する基本方針] 

 配当政策につきましては，安定配当を継続し，株主の皆さまにお応えしていくことを基本方針
といたしております。 
 なお，内部留保資金につきましては，電力の安定供給を図るための設備投資資金などに活用す

ることとしております。 
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2． 経 営 成 績 
 

(1)当上半期の概況 

 

[需  要] 

当上半期の我が国経済は,政府の各種政策効果により住宅建設など一部で改善の動きが

みられたものの,個人消費は依然として低水準で推移し,設備投資も大幅な減少基調が続

くなど,景気は引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のもと，当上半期の電力需要は，民生用では梅雨明け後の猛暑による冷

房需要の増により堅調な伸びとなり,産業用においては,素材型産業は低調であったもの

の,加工組立型産業が増加したことから,前年同期並みの水準となりました。 

この結果，販売電力量は，電灯では 30 億 34 百万キロワット時，電力では 91 億 65 百万

キロワット時，電灯・電力合計では 121 億 99 百万キロワット時となり，前年同期と比較

しますと，電灯では 6.0％，電力では 0.9％，電灯・電力合計では 2.2％の増加となりまし

た。 

 

[供給力] 

供給力につきましては,出水率が 96.9％と平年を下回りましたが，供給設備全般にわた

る効率的運用に努めました結果，安定した供給を行うことができました。 

 

[収  支] 

収支につきましては,収入面では，販売電力量が増加したことなどにより,売上高（電気

事業営業収益）は 2,436 億 31 百万円となり,これに財務収益などを加えた中間経常収益

は,2,443 億 12 百万円となりました。 

支出面では,金利低下や低コスト資金の調達に努めたことなどによる支払利息の減少に

加え,経営全般にわたる効率化の一層の推進により,中間経常費用は 2,317 億 38 百万円と

なりました。 

この結果,中間経常利益は 125 億 73 百万円,中間利益は 77 億 58 百万円となりました。 

中間配当につきましては，本日開催の取締役会において,１株につき 25 円と決定いたし

ました。 

 

(2)通期(12 年 3 月期)の業績見通し 

 

平成12年 3月期における販売電力量は,246億キロワット時と前年度に比べ 2.5%程度の

伸びを見込んでおります。 

また,収支につきましては,通期の為替レートを 115 円/ドル程度,原油価格(ＣＩＦ価

格)を 19 ドル/バーレル程度と想定し,売上高(電気事業営業収益)は 4,850 億円程度  (1%

増), 経常利益は 250 億円程度(21%増),当期純利益は 160 億円程度(98%増)をそれぞれ見込

んでおります。 
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 (a)  中　間　貸  借  対  照  表
         平 成 11 年 9 月 30 日 現 在 (単位：百万円)

資     産     の     部 負  債  及  び  資  本  の  部

科      目 当中間期末 前 期 末 増  減 科      目 当中間期末 前 期 末 増  減 

固  定  資  産 1,395,867 1,408,416 Δ 12,549 固  定  負  債 990,305 963,483  26,822

電 気 事 業 固 定 資 産 1,073,598 1,103,406 Δ 29,807 社 債 597,201 547,201  50,000

水 力 発 電 設 備 154,124 157,211 Δ 3,087 転 換 社 債 4,729 4,729  －

汽 力 発 電 設 備 262,279 278,472 Δ 16,193 長 期 借 入 金 340,563 362,457 Δ21,893

原 子 力 発 電 設 備 131,001 136,415 Δ 5,414 長 期 未 払 債 務 1,553 1,585 Δ 31

内 燃 力 発 電 設 備 44 48 Δ 3 退 職 給 与 引 当 金 27,836 28,738 Δ 901

送 電 設 備 175,738 177,748 Δ 2,010 使用済核燃料再処理引当金 11,314 12,007 Δ 693

変 電 設 備 143,381 145,495 Δ 2,113 原子力発電施設解体引当金 7,078 6,735  342

配 電 設 備 158,420 157,527  892 雑 固 定 負 債 29 29  －

業 務 設 備 47,921 49,597 Δ 1,675  

貸 付 設 備 687 888 Δ 201 流  動  負  債 178,133 208,696 Δ30,562

 1年以内に期限到来の固定負債 70,473 75,339 Δ 4,865

事 業 外 固 定 資 産 1,519 1,629 Δ 109 短 期 借 入 金 39,700 46,000 Δ 6,300

 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ・ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ - 34,000 Δ34,000

固 定 資 産 仮 勘 定 164,299 145,657  18,641 買 掛 金 11,446 10,590  855

建 設 仮 勘 定 164,141 145,651  18,489 未 払 金 6,899 6,073  825

除 却 仮 勘 定 158 6  152 未 払 費 用 22,066 18,841  3,224

 未 払 税 金 13,240 10,983  2,256

核    燃    料 76,662 78,383 Δ 1,720 預 り 金 482 405  77

装 荷 核 燃 料 10,384 6,145  4,239 関 係 会 社 短 期 債 務 4,531 5,634 Δ 1,103

加 工 中 等 核 燃 料 66,277 72,238 Δ 5,960 諸 前 受 金 1,272 824  448

 雑 流 動 負 債 8,021 3  8,017

投    資    等 79,787 79,339  447  

長 期 投 資 41,744 41,847 Δ 103 引    当    金 10,218 11,027 Δ 808

関 係 会 社 長 期 投 資 35,688 35,698 Δ 9 渇 水 準 備 引 当 金 10,218 11,027 Δ 808

長 期 前 払 費 用 2,385 1,826  558 (電気事業法第３６条)  

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 ) Δ 31 Δ 33  2  

 負 債 合 計 1,178,658 1,183,208 Δ 4,549
  

流  動  資  産 66,504 56,359  10,144 資    本    金 117,641 117,641  －

現 金 及 び 預 金 15,111 11,518  3,592 法 定 準 備 金 59,893 59,331  562

売 掛 金 38,703 34,327  4,376 資 本 準 備 金 33,993 33,993  －

諸 未 収 入 金 1,035 1,090 Δ 55 利 益 準 備 金 25,900 25,338  562

貯 蔵 品 9,795 8,176  1,618 剰    余    金 106,177 104,594  1,582

前 払 費 用 792 －  792 海外投資等損失準備金 24 20  3

関 係 会 社 短 期 債 権 503 359  144 原子力発電工事償却準備金 4,419 8,838 Δ 4,419

自 己 株 式 1 0  0 原 価 変 動 調 整 積 立 金 51,500 51,500  －

雑 流 動 資 産 757 1,113 Δ 355 別 途 積 立 金 12,000 12,000  －

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 ) Δ 194 Δ 226  31 中 間 未 処 分 利 益 38,234 32,236  5,998

 ( う ち 中 間 利 益 ) (7,758) (8,115) (Δ 357 )
  

 資 本 合 計 283,713 281,568  2,144
  

合                 計 1,462,371 1,464,776 Δ 2,404 合                 計 1,462,371 1,464,776 Δ 2,404

（注）１．固定資産の減価償却の方法
       有形固定資産は，定率法によっている。

   ２．資産の評価の方法
    (1)有価証券については,移動平均法による原価法によっている。
    (2)貯蔵品のうち石炭,燃料油及び一般貯蔵品については,総平均法による原価法によっている。

   ３．重要な引当金の計上の方法
    (1)退職給与引当金は,自己都合退職による期末要支給額の４０％を計上する方法によっている。
    (2)使用済核燃料再処理引当金は,使用済核燃料再処理費の期末要支払額の６０％を計上する方法によっている。 
    (3)原子力発電施設解体引当金は,原子力発電施設解体費の総見積額を基準とする額を原子力の発電実績に応じて
       計上する方法によっている。

   ４．消費税及び地方消費税の会計処理は,税抜方式によっている。

   ５．有形固定資産の減価償却累計額    １，２００，６９２百万円

   ６．保証債務   ５２，０７７百万円       保証予約債務   ２，２８７百万円
       社債及び借入金の債務履行引受契約に係る偶発債務   ６４，２４７百万円

－４－



 (b)  中 間 損 益 計 算 書
平 成 11 年 4 月 １ 日 か ら
平 成 11 年 9 月 30 日 ま で (単位:百万円)

費    用     の     部 収    益    の    部

科     目 当中間期    前年同期   増   減 科     目 当中間期 前年同期 増   減

経 常 費 用 の 部 経 常 収 益 の 部

電 気 事 業 営 業 費 用 213,290 209,482  3,807 電 気 事 業 営 業 収 益 243,631 240,495  3,136

水 力 発 電 費 14,993 14,948 44 電 灯 料 68,251 65,272  2,979

汽 力 発 電 費 51,559 48,062  3,496 電 力 料 136,161 138,144 Δ 1,982

原 子 力 発 電 費 21,193 21,551 Δ 357 地帯間販売電力料 35,769 35,080  688

内 燃 力 発 電 費 34 30  4 電 気 事 業 雑 収 益 3,412 1,948  1,463

地帯間購入電力料 1,065 1,182 Δ 116 貸 付 設 備 収 益 36 49 Δ 12

他 社 購 入 電 力 料 36,320 41,565 Δ 5,245  

送 電 費 10,107 9,408  698  

変 電 費 11,303 10,060  1,242  

配 電 費 22,054 20,935  1,118  

販 売 費 7,896 7,992 Δ 96  

貸 付 設 備 費 4 5 Δ 1  

一 般 管 理 費 28,606 25,356  3,249  

電 源 開 発 促 進 税 5,436 5,321  115  

事 業 税 2,746 3,073 Δ 326  

電力費振替勘定(貸方 ) Δ 30 Δ 12 Δ 18  

営 業 利 益 (30,341) (31,012) (Δ 671 )  

電 気 事 業 財 務 費 用 18,295 21,811 Δ 3,515 電 気 事 業 財 務 収 益 433 492 Δ 58

支 払 利 息 18,021 21,554 Δ 3,532 受 取 配 当 金 408 447 Δ 38

社債発行費償却費 268 257  11 受 取 利 息 25 45 Δ 20

社債発行差金償却費 6 －  6  
  

営  業  外  費  用 151 108  43 営  業  外  収  益 246 224  22

 事  業  外  費  用 151 108  43  事  業  外  収  益 246 224  22

固 定 資 産 売 却 損 0 1 Δ 0 固 定 資 産 売 却 益 26 10  16

雑 損 失 150 106  44 雑 収 益 219 213  6
  

中 間 経 常 費 用 合 計 231,738 231,402  335 中 間 経 常 収 益 合 計 244,312 241,212  3,099

中 間 経 常 利 益 12,573 9,809  2,763

渇水準備金引当又は取崩しΔ 808 － Δ 808

渇水準備引当金取崩し Δ 808 － Δ 808
             (貸方)

特 別 損 失 の 部

特   別   損   失 － 1,775 Δ 1,775

有 価 証 券 評 価 損 － 1,775 Δ 1,775

税 引 前 中 間 利 益 13,382 8,034  5,348

法 人 税 等 5,624 4,116  1,508

中 間 利 益 7,758 3,917  3,840

前 期 繰 越 利 益 30,476 30,179  296

中 間 未 処 分 利 益 38,234 34,097  4,136

(注) 記載方法の変更

     電気事業会計規則の改正により,当中間期から「法人税」の科目名称を変更し,「法人税等」として表示している。

リース取引関係に係る注記

原子力発電設備       業 務 設 備       そ   の   他        合     計 

取得価額相当額  155百万円         785百万円            85百万円       1,026百万円
減価償却累計額相当額  101百万円         376百万円            57百万円         535百万円
中間期末残高相当額  (未経過ﾘｰｽ料中間期末残高相当額)   54百万円         408百万円            28百万円         491百万円
                    (うち1年以内の金額) ( 11百万円)       (126百万円)         ( 13百万円)       (151百万円)
当中間会計期間の支払ﾘｰｽ料  (減価償却費相当額)   12百万円          65百万円             8百万円          86百万円

減価償却費相当額の算定は,リース期間を耐用年数とし,残存価額を零とする定額法によっている。
なお,上記注記は利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法によっている。
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（ｃ） 中  間  配  当   
 

 

 

  中間配当金支払総額                    ５，５０８百万円 

 

 

                                             （１株につき２５円） 

 

 

  利 益 準 備 金 積 立 額                        ５５０百万円 

 

 

 

 

  中間配当金支払請求権の 

  効力発生日並びに支払開始日              平成１１年１２月１０日 
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３．有 価 証 券 の 時 価 等

市場性ある有価証券に係わる時価情報

(単位:百万円)

当   中   間   期   末 前   中   間   期   末 前       期       末

種          類 中間貸借対 中間貸借対 貸借対照

照表計上額 照表計上額 表計上額

固定資産に属するもの

   株        式 6,550 33,265 26,715 6,666 19,081 12,414 6,548 27,439 20,890

   債        券 － － － － － － － － －

   そ   の   他 － － － － － － － － －

    小      計 6,550 33,265 26,715 6,666 19,081 12,414 6,548 27,439 20,890

流動資産に属するもの

   株        式 1 1 Δ 0 1 1 Δ 0 0 0 Δ 0

   債        券 － － － － － － － － －

   そ   の   他 － － － － － － － － －

    小      計 1 1 Δ 0 1 1 Δ 0 0 0 Δ 0

    合      計 6,551 33,267 26,715 6,667 19,082 12,414 6,549 27,440 20,890

(注) 1.時価の算定方法

 (1)上場有価証券・・・・・・・・・主に東京証券取引所の最終価格

 (2)気配等を有する有価証券・・・・日本証券業協会が公表する店頭取扱有価証券の気配等

     2.「流動資産に属するもの」の「株式」欄に記載の金額は,自己株式である。

     3.開示対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額   64,714百万円

４．デリバティブ取引の契約額等，時価及び評価損益

(1) 通貨関連

   「外貨建取引等会計処理基準」により,決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権

  債務等で,中間貸借対照表に当該円貨額で表示しているものについては,開示の対象から除いて

  いる。

(2) 金利関連

(単位:百万円)

当 　中　 間　 期　 末 前 　中　 間　 期　 末 前       期       末

区分 種       類 契  約  額  等 評価 契  約  額  等 評価 契  約  額  等 評価

うち1年超 損益 うち1年超 損益 うち1年超 損益

市場取金利スワップ取引

引以外  受取固定・支払変動 3,700 3,700 48 48 3,900 3,900 209 209 3,800 3,800 64 64

の取引  支払固定・受取変動 3,700 3,700 Δ26 Δ26 2,900 2,900 Δ109 Δ109 2,800 2,800 Δ29 Δ29

合          計 － － － 21 － － － 100 － － － 35

(注) 1.時価及び評価損益は,取引銀行から提示された価格によっている。

     2.資金調達のコストの低減を図る目的で特定の長期借入金利息を対象として行っている

       受取固定・支払変動の金利スワップ取引3,700百万円については,逆金利スワップ取引

       を行っている。

時    価 時    価評価損益

時価

時    価 評価損益 時    価 評価損益

時価 時価
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５．「コンピュータ西暦２０００年問題」への対応状況等 
 

（１）対応状況等 

ａ．取組み方針 

電気を供給する当社では，社会経済活動上重要な立場であるとの認識のもと，コンピュータ

西暦２０００年問題への適切な対応を図るため全社を挙げて取り組んでおります。 
 

ｂ．取組み体制 

社内に，副社長を委員長とする「コンピュータ西暦２０００年問題対応委員会」を設置し，

各部門の対応事項，進捗状況等の確認，調整，情報公開および関係官庁への定期報告，更に，

危機管理計画の策定などを行っております。 
 

ｃ．対応の進捗状況 

当社のコンピュータシステムは，発電所や変電所などの電力設備を運転する「制御系システ

ム」と「事務処理系システム」の２つに分けられます。 
 

① 制御系システム 

「制御系システム」は，電気の供給を制御する「制御機能」と，発電機など機器の状態監

視ならびに動作を記録する「監視・記録機能」から成り立っています。 

「制御機能」は，時々刻々変化する電気の使用量にあわせて発電機などの電力設備をコン

トロールするもので，日付情報を必要とせず使用していないことを確認しており，改修の必

要はありません。従って，西暦２０００年問題に起因する停電などの供給支障が生じる恐れ

はありません。 

また，「監視・記録機能」の一部のコンピュータには日付情報を利用しているものがあり

ますが，これは「制御機能」と分離されております。このため，「制御機能」に直接影響を

与えることはありませんが，プログラムの修正，テストを本年７月までに完了しております。 
 

② 事務処理系システム 

「事務処理系システム」には，電気料金の計算を行う「営業システム」や資材の調達を行

う「購買システム」，経理処理を行う「会計システム」などがあります。これらのシステム

については，プログラムの点検，改修を計画的に進め，本年６月までに全てのプログラムの

修正，テストを完了しております。 
 

（２）対応のための支出金額等 

西暦２０００年問題に対応するために要する費用については,約 5億円となる見込みです。 

 

（３）危機管理計画等 

電力の供給は，社会的に欠かすことの出来ないインフラであるため，現在でも各部門毎にコ

ンピュータ停止時の対応マニュアルなど十分な備えをしておりますが，これをもとに，万が一

に想定される不測の事態に備え，西暦２０００年問題対応のための危機管理計画を本年６月に

とりまとめました。これに基づき，年末年始には約８３０名を動員し，万全の対応を期すこと

とします。 

 

－８－ 



 

 対応方針 

・制御系システム 

万一の不測の事態に備え，２０００年への暦年変更時間帯を「特定要注意日」と位置付け，

系統運用面や障害発生時の初期応動体制の強化等諸対策を実施いたします。 

万一，発電所のコンピュータに不具合が発生した場合には，手動による運転または安全に

停止出来る体制や，待機中の発電所の迅速な稼働ができる体制など，電力供給に係る全ての

システムで関係要員の増強や待機・連絡体制の強化を行います。 

 

・事務処理系システム 

事務処理系システムが一斉に稼働する２０００年１月４日（営業開始日）を特定要注意日

と位置付け，それに先立つ２０００年１月１日にコンピュータを起動させシステム正常稼働

の確認を行います。 

業務の前倒しまたは繰延べ等不具合が発生した場合のリスク軽減策や，発生した場合の代

替手段（手作業等）のための準備を行います。また，関係委託先やメーカーを含む関係要員

の連絡体制を強化します。 
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別 紙 １

１．販売電力量比較表

   （単位：百万kWh,％）

    期  別 当中間期 前年同期 増    減 前年同期
対    比 １０ 年 度

 項  目 （Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (A)/(B)

 電       灯 3,034 2,861  173 106.0 6,121

 電       力 9,165 9,079  86 100.9 17,849

業 務 用 2,185 2,133  52 102.4 4,095

小 口 2,189 2,171  18 100.8 4,243

大 口 4,512 4,509  3 100.1 8,936

そ の 他 279 266  13 104.7 575

合      計 12,199 11,940  259 102.2 23,970

２．発受電電力量比較表

   （単位：百万kWh,％）

    期  別 当中間期 前年同期 増    減 前年同期
対    比 １０ 年 度

 項  目 （Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (A)/(B)

（出水率） (96.9) (110.0)  (108.4)

水      力 3,481 3,987 Δ 506 87.3 6,584

火      力 7,845 5,271  2,574 148.8 12,628

原  子  力 1,209 2,372 Δ 1,163 51.0 4,729

自  社  計 12,535 11,630  905 107.8 23,941

他 社 受 電 4,201 4,387 Δ 186 95.8 8,476

融      通 Δ 3,382 Δ 2,926 Δ 456 115.6 Δ 6,061

揚  水  用 Δ 42 Δ 49  7 86.5 Δ 69

合      計 13,312 13,042  270 102.1 26,287

－10－



   別 紙 ２

３．収支比較表

   期   別 当中間期 前年同期 増  減
前年同期
対    比 構  成  比

 項   目 （Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (A)/(B) （Ａ） （Ｂ）

百万円 百万円 百万円 ％ ％ ％ 百万円
中

電 灯 料 68,251 65,272  2,979 104.6 27.9 27.1 138,748
間

電 力 料 136,161 138,144 Δ 1,982 98.6 55.7 57.3 266,773
経

（ 小 計 ） ( 204,413 ) ( 203,416 ) ( 996 ) (100.5) (83.6) (84.4) ( 405,521 )
常

そ の 他 39,898 37,796  2,102 105.6 16.4 15.6 77,951
収

( 売 上 高 ) ( 243,631 ) ( 240,495 ) ( 3,136 ) (101.3) (99.7) (99.7) ( 481,802 )
益

合 計 244,312 241,212  3,099 101.3 100.0 100.0 483,472

人 件 費 32,335 30,027  2,307 107.7 14.0 13.0 63,876

中 燃 料 費 17,463 14,806  2,657 117.9 7.5 6.4 32,919

間 修 繕 費 26,909 26,203  706 102.7 11.6 11.3 51,141

経 減価償却費 48,965 52,732 Δ 3,767 92.9 21.1 22.8 104,040

常 購入電力料 37,385 42,747 Δ 5,361 87.5 16.1 18.5 81,571

費 支 払 利 息 18,021 21,554 Δ 3,532 83.6 7.8 9.3 42,145

用 そ の 他 50,656 43,329  7,327 116.9 21.9 18.7 87,206

合 計 231,738 231,402  335 100.1 100.0 100.0 462,901
 

中間経常利益 12,573 9,809  2,763 128.2 20,571

渇水準備金引当 Δ 808 －     Δ 808 －      －    
又は取崩し

特　別　損　失 －     1,775 Δ 1,775 －      1,987

税引前中間利益 13,382 8,034  5,348 166.6 18,583
 

法 人 税 5,624 4,116  1,508 136.6 10,468

中 間 利 益 7,758 3,917  3,840 198.1 8,115

（注）売上高とは電気事業営業収益（電灯料，電力料のほか地帯間販売電力料，電気事業雑収益，

　貸付設備収益）であります。

１０年度
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